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近年、適切な管理等が行われていない空家等から発生する問題等（防災、 

衛生、景観等において地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしている等）が、 

全国的な課題となっています。 

国は、平成２７年５月２６日に「空家等対策の推進に関する特別措置法 

（以下「法」という。）」を完全施行し、令和５年 12 月 13 日に空家等の

適切な管理の確保や、その活用拡大に向けて、空家等対策等の総合的な強

化を図るための改正があったことを踏まえて、空家等の発生の抑制、活用

の拡大、適切な管理の確保及び除却等の促進に係る取り組みの強力を推進

していく必要があります。 

本市では、法で定める市町村の役割として、空家等に関する対策を総合 

的かつ計画的に実施する目的で「桑名市空家等対策計画（以下「本計画」 

という。）｣を作成しました。 

本計画は、桑名市のまちづくりの基本構想の一つ「快適な暮らしを次世

代にも誇れるまち」の実現に向け、関連する行政計画や各主体との連携を

図り、空家等の対策に取り組むための方向性を示すものです。 



2 
 

目 次 

 

 第１章 桑名市空家等対策計画について・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

１－１ 目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

１－２ 計画の位置づけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

１－３ 計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

１－４ 用語の定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

 第２章 現状と課題について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

２－１ 空家等の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

２－２ 空家等対策の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 

 第３章 基本的な方針について・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

 

３－１ 空家等対策の基本理念・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

３－２ 空家等対策の対象・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

３－３ 空家等対策の実施体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

３－４ 空家等対策の取り組み方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

 

 第４章 具体的な施策について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

 

４－１ 予防の促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

４－２ 流通の促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

４－３ 解消の促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

４－４ 活用の促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 

 

 巻末資料（目次）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

 

１．令和６年度空き家等に関する状況調査等の検討事項・・・・・・・・・・・・・19 

２．令和２年度空き家等所有者への状況調査等の検討事項・・・・・・・・・・・・26 

３．令和２年度桑名市職員による現地調査の検討事項・・・・・・・・・・・・・・29 

４．参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31 

５．各施策に対する取り組み（ＰＤＣＡ体制）の検討事項（参考）・・・・・・・・ 44 

６．空家等対策の関連制度等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・46 

７．桑名市空家等対策計画の策定経過・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51 



 

1 
 

 第１章 桑名市空家等対策計画について 

１-１ 目的 

近年、適切な管理等が行われていない空家等から発生する問題（防災、衛生、景観等に

おいて地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしている等）が全国的な課題となっており、国

は、平成26年11月27日に「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127

号。以下「法」という。)」を公布し、平成27年５月26日に法を完全施行し、令和５年12

月13日に空家等の適切な管理の確保や、その活用拡大に向けて、空家等対策等の総合的な

強化を図るための改正があったことを踏まえて、空家等の発生の抑制、活用の拡大、適切

な管理の確保及び除却等の促進に係る取り組みの強化を推進していく必要があります。 

法第４条では、「市町村は、第７条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに

基づく空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう

努めるものとする。」と規定しており、本市の空家等に関する対策を総合的かつ計画的に

実施することを目的に、「桑名市空家等対策計画（以下「本計画」という。）」を平成29

年４月に策定しました。今後も空き家が増加していくと予想されるなか、総合的な空家等

対策により一層推進するため、本計画を改定します。 

１-２ 計画の位置づけ 

本計画は、本市の行政内部の関係所管のほか、地域住民、不動産・法務・建築・まちづく

り等専門家、民間事業者など、住まい・まちづくりを担う各主体が連携して取り組む総合的

な空家等対策の方向性を示すものです。 

本計画は、本市のまちづくりの基本となる基本構想の一つ「快適な暮らしを次世代に誇

れるまち」及び「桑名市総合計画（平成27（2015）年度から令和６（2024）年度）」及び

都市計画の基本的な方針を示す「桑名市都市計画マスタープラン（平成20（2008）年度か

ら令和９（2027）年度）」などの行政計画のほか、三重県内の住宅施策の基本となる「三

重県住生活基本計画」及び「桑名市耐震改修促進計画」の空家等対策に係る計画との連携

を図りつつ推進していきます。 

１-３ 計画期間 

本計画の計画期間は、桑名市総合計画の基本構想の実施にあたる基本計画前期（平成27

年度から平成31年度）、基本計画後期（令和２年度から令和６年度）との連携を図り、次

のとおりとします。 

◆ 当初計画期間：「平成29（2017）年度から平成31（2019）年度」の「３年間」 

◆ 第２期計画期間：「令和２（2020）年度から令和７（2025）年度」の「６年間」 

なお、国の空家等に関する政策の動向や、社会・経済情勢の変化等を踏まえ、本計画の内

容について必要に応じ適宜見直しを行うものとします。 
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１-４ 用語の定義 

本計画における用語の意義は法の例により、本計画に出典の各種調査資料の用語の意義

はそれぞれの例によるものとします。したがって、「空家等」は法の例により、「空き

家」又は「空き家等」は各種調査資料の例によるものとします。 

 第２章 現状と課題について 

２－１ 空家等の現状 

（１）住宅・土地統計調査 

住宅・土地統計調査とは、住宅とそこに居住する世帯の居住状況等の実態を把握し、そ

の現状と推移を明らかにするため、５年ごとに国（総務省統計局）が行う調査です。 

なお、本調査は抽出調査であり、調査結果の数値は推計値です。 

この調査における「空き家(※)」は＜表１＞の｢①二次的住宅 (別荘等)｣、｢②賃貸用の

住宅｣、｢③売却用の住宅｣、｢④その他の住宅｣の４つに分類されますが、｢④その他の住宅｣

については、①から③まで以外の、人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などの

ため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになって

いる住宅などをいいます。 

＜表１：住宅・土地統計調査による住宅の種類を転記＞ 

住宅以外で人が

居住する建物 
住宅 

・会社等の寮、 

寄宿舎 

・学校等の寮、 

寄宿舎 

・旅館、宿泊所 

・その他の建物 

居住世

帯のあ

る住宅 

居住世帯のない住宅 

一時

現在

者の

みの

住宅 

建築

中の

住宅 

空き家（※） 

① 

二次的住宅 

（別荘、 

その他） 

② 

賃貸用 

の住宅 

③ 

売却用 

の住宅 

④ 

その他 

の住宅 

（※）法に規定する「空家等」の定義とは異なり、共同住宅等の空室も含みます。 

このため、住宅・土地統計調査結果では、「空き家」と表記しています。 

【住宅戸数・空き家数及び空き家率】 

住宅・土地統計調査結果を＜表２＞にまとめ、令和５年と平成30年を比較しますと、

令和５年の全国の「住宅総数」は、６千502万戸と５年間で約261万戸増加し、｢空き家

数｣は、900万戸と５年間で約51万戸増加しています。 

「空き家率」は、13.8％と５年間で0.2％増加して過去最高となり、「その他の住

宅」の「空き家率」は、5.9％と５年間で0.3％増加しています。 

令和５年の三重県の「住宅総数」は、87万3千戸と５年間で約２万戸増加し、「空き

家数」は、約14万戸と５年間で約１万３千戸増加しています。 
「空き家率」は、16.3％と５年間で1.1％増加し、全国の13.8％を上回り、「その他

の住宅」の「空き家率」は、9.5％と５年間で0.5％増加し、全国の5.9％を上回る状況
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にあります。 
令和５年の本市の｢住宅総数｣は、約６万４千戸と５年間で約２千７百戸増加し、「空

き家数」は、約８千４百戸と５年間で約２千戸増加しています。 

「空き家率」は、13.1％と５年間で2.1％増加しており、全国及び三重県を下回り、

また、「その他の住宅」の「空き家率」では、7.2％と５年間で0.6％減少しましたが、

「その他の住宅」の「空き家率」では、全国の5.9％を上回る状況にあります。 

＜表２：住宅・土地統計調査結果を転記＞ 

 住宅・土地統計調査における住宅 その他の住宅(※2） 

令和 

５年 

住宅総数 

(A)戸 

空き家数 

(B)戸 

空き家率(※1) 

(C＝B/A)％ 

空き家数 

(D)戸 

空き家率(※1) 

(E＝D/A)％ 

全 国 65,020,700 9,001,600 13.8% 3,856,000 5.9％ 

三重県 873,600 142,700 16.3％ 83,100 9.5％ 

桑名市 63,920 8,370 13.1％ 4,610 7.2％ 

平成 

30年 

住宅総数 

(A)戸 

空き家数 

(B)戸 

空き家率(※1) 

(C＝B/A)％ 

空き家数 

(D)戸 

空き家率(※1) 

(E＝D/A)％ 

全 国 62,407,400 8,488,600 13.6 3,487,200 5.6 

三重県 853,700 129,600 15.2 77,500 9.0 

桑名市 61,190 6,730 11.0 4,770 7.8 

平成 

25年 

住宅総数 

(A)戸 

空き家数 

(B)戸 

空き家率(※1) 

(C＝B/A)％ 

空き家数 

(D)戸 

空き家率(※1) 

(E＝D/A)％ 

全 国 60,628,600 8,195,600 13.5 3,183,600 5.3 

三重県 831,200 128,500 15.5 69,000 8.3 

桑名市 57,760 6,560 11.4 3,430 5.9 

(※1) 空き家率：全住宅総数に占める空き家の割合 

(※2) その他の住宅：空き家のうち、別荘等の二次的住宅、賃貸用住宅、売却用住宅を除く住宅 

（２）住宅総数と世帯及び人口の動向 

本市の住宅総数と世帯及び人口の動向は＜表３＞のとおり、令和５年の住宅総数は約６

万４千戸、世帯数は約６万２千世帯あり、住宅総数が世帯数を上回っています。 

桑名市総合計画後期基本計画では、本市の令和６年度の人口は137,218人と人口を維持

しつつもわずかに減少する見通しであり、今後も空き家が増加するものと推察されます。 

＜表３：桑名市の住宅総数と世帯及び人口の動向＞ 

年 住宅総数 (※1) 世帯数 (※2) 人口 (※2) 

令和5年 63,920 戸 61,844 世帯 138,679 人 

平成30年 61,190 戸 59,245 世帯 142,274 人 

(※1) 住宅総数：表１の｢住宅・土地統計調査結果｣によります。 

(※2) 世帯数及び人口：各年度末月日の｢桑名市人口統計｣によります。住民基本台帳を

基にした数であるため、国（総務省）が行う国勢調査の数と異なります。 
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（３）自治会の協力による状況調査 

本市では、２-１(１)の｢住宅・土地統計調査｣の結果を参考値とし、市内の空き家等の

状況を把握するため、地域の実情に詳しい自治会にご理解･ご協力をいただき、桑名市空

き家等状況調査を実施しました。第１回調査は平成 27年度に、第２回調査は令和元年

度、第３回調査は令和６年度に実施しました。 

 

【 第３回調査の結果 】 

・調査の結果＜表４＞：市内には｢2,577 件｣の空き家等が存在することが分りました。 

・自由意見欄＜表５＞：196 の自治会から、不安や問題などご記入いただきました。 

＜表４：桑名市空き家等状況調査結果「問２：空き家等の状況｣＞ 

地区：連合自治会数 

（調査対象自治会数） 

空き家等数 

問２(1) 

管理不適正 

(2):(1)の内数 

危険の恐れあり 

(3):(2)の内数 

桑名：２１（４８９）  ２,０８８    ３５４     １５２  

多度： ５（ ２２）   ２２５     ５８     ２３  

長島： ３（ ６５）   ２６４    ５１     ２７  

合計：２９（５７６）  ２,５７７   ４６３     ２０２  

＜表５：桑名市空き家等状況調査結果「問４：自由意見欄」＞ 

 

各自治会が抱える空き家等の問題・意識や本調査に関すること等を含め、「危険・不安・ 

苦情・対応・現状等」を 11 項目に分類し、多い順番に列記した結果を下表に示します。 

11 項目に分類 記入意見数 11 項目の割合 

⑨ ：将来の懸念に関すること ５０ １６．６％ 

⑩ ：通報や要望に関すること ４２ １３．９％ 

③ ：環境や衛生に関すること ４１ １３．６％ 

⑧ ：自治会の取り組みに関すること ３７  １２．３％ 

④ ：景観悪化に関すること ３３  １０．９％ 

⑥ ：所有関係に関すること ２７  ８．９％ 

⑪ ：この調査に関すること ２４  ７．９％ 

② ：越境阻害に関すること １８  ６．０％ 

⑤ ：防火防犯に関すること １６  ５．３％ 

① ：破損倒壊に関すること １３  ４．３％ 

⑦ ：危害補償に関すること １  ０．３％ 

合計 ３０２ １００％ 
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平成 27 年度の第１回調査及び令和元年度の第２回調査と令和６年度の第３回調査を比

較しますと、表６のとおり令和６年度の「空き家等」は 2,577 戸と８年間で 387 戸増加、

｢管理不適正の空き家数｣は 463 戸と８年間で 187 戸増加、「危険の恐れありの空き家数」

は 202 戸と８年間で 29戸増加しました。 

＜表６：桑名市空き家等状況調査の結果比較＞ 
調査年度 空き家等数 管理不適正空き家等数 危険の恐れあり 

空き家等数 

令和6年度 ２，５７７ ４６３ ２０２ 

令和元年度 ２，２２５ ６３３ １２７ 

平成27年度 ２，１９０ ２７６ １７３ 

※空き家数は共同住宅等の空室を除く数値としております。 

（４）所有者等の協力による状況調査 

本市では、「第２回桑名市空き家等状況調査」の結果から得られた空き家等について、

建物及びその敷地の所有者等と思われる特定できた方を対象にご協力をいただき、所有者

等の視点から「空き家等所有者等への状況調査」を令和２年度に実施しました。 

【調査の結果】 

調査対象の空き家等の所有者等「1,927 名」に本調査を実施した結果、「975 名（回答

率 56％）」から、空き家等の現状（所有関係、空き家等となった理由、利用形態、管理状

況、構造設備等の 22 項目、所有者等が抱える空き家等の諸問題等自由意見）の回答をい

ただき、送付先の約７割の方が市内在住であることがわかりました。 

＜表７：令和２年度空き家等所有者等への状況調査結果より＞ 

調査結果の概要 桑名地区 多度地区 長島地区 合計 

調査対象数：Ａ １,８００ １７４ ２５１ ２,２２５（件） 

調査送付数：Ｂ １,５６５ １６５ １９７ １,９２７（名） 

調査回答数：Ｃ ７９０ ８４ １０１ ９７５（名） 

調査返戻数：Ｄ １５３ ２７ １７   １９７（名） 

無回答の数：Ｅ ６２２ ５４ ７９   ７５５（名） 

調査回答率：Ｆ ５６  ６１  ５６    ５６（％） 

Ａ：第２回桑名市空き家等状況調査の結果から得られた「空き家等」について、空家等の所有者等を

把握するための調査を行い、固定資産税の課税情報で把握できた建物又はその敷地の所有者等と思

われる「1,927 名」を対象としています。なお、建物全体が空家等になっていない共同住宅等及び

所有者等の特定ができない空家等については対象外としています。 

Ｂ：Ａの所有者等への調査依頼送付数 

Ｃ：Ｂの回答いただいた所有者等の数 

Ｄ：Ｂの未送達（戻ってきた）数 

Ｅ：Ｂの回答がなかった数 

Ｆ：調査回答率（％）＝（Ｃ／（Ｂ－Ｄ））×100 
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（５）桑名市職員による現地状況調査 

本市では、「第２回桑名市空き家等状況調査」の結果から得られた空家等について、法

に基づく「空家等」に該当するのかを把握するため、「用途、構造、階数、利用、エネル

ギー使用、付属物、衛生、環境、維持管理」の状況を外観目視により、以下のフローで

「桑名市職員による現地状況調査」を令和２年度に実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 調査の結果 】 

調査対象とした 2071 件の空家等について、1784 件の空家等が存在することが桑名市職

員による現地状況調査を実施したことで分かりました。 

＜表８：令和２年度桑名市職員による現地状況調査結果＞ 

地区 

（調査した空家等数） 

空家等ではない 

（更地） 

空家等 

 

管理不全 

左記内数 

危険 

左記内数 

桑名地区（１６５５） ２０２（６５）  １３８８   ２５７  ４０     

多度地区（１７３） ２（ ６） １６５       ３７     ６  

長島地区（２４３） ５（ ７）  ２３１     ７４     ６  

合  計（２０７１） ２０９（７８）  １７８４   ３６８  ５２ 

上記＜表８＞は、令和２年度桑名市職員による現地状況調査【調査結果】資料を引用

し、調査及び結果等に関連する検討は、巻末資料３（P29～P30）に示します。 

 

 

管理不全   適正管理 

桑名市空き家等状況調査の結果（調査対象をリスト化し、建築物の位置を把握） 

空家等である 

外観目視による現地状況調査の実施（建築物の状況を把握） 

工作物の 
破損等 

環境管理 
の状況 

衛生管理 
の状況 

建築物の 
破損等 

空家等でない 
 

用途 構造 利用状況 階数 エネルギー 
使用状況 

危険 
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２－２ 空家等対策の課題 

（１）住宅・土地統計調査の結果から 

本市の空き家等の状況を、２-１(１)＜表２＞の住宅・土地統計調査結果による「住宅

戸数・空き家数率」及び「空き家率」の平成 30年から令和５年の５年間の動向を増加率

としてそれぞれ比較すると、｢住宅総数｣では約２千７百戸（4.5％）増加、｢空き家数｣で

は約１千６百戸増加し、｢空き家率｣では 2.1％増加しています。 

全国及び三重県の動向と比較すると、増加率及び空き家率は上回る状況ですが、｢その

他の住宅｣の｢空き家率｣の平成 30 年から令和５年の５年間を比較すると、0.6％減少して

おり、全国及び三重県の増加率を下回る状況にあるため、その他の住宅の空き家率を増加

させないための取り組みが課題です。 

（２）住宅総数と世帯・人口の動向から 

本市の平成30年から令和５年の５年間の住宅総数と世帯及び人口の動向を２-１(２)＜

表３＞で比較すると、住宅総数が世帯数を上回っており、桑名市総合計画後期基本計画で

は、本市の令和６年度の人口は137,218人と人口を維持しつつも、わずかに減少する見通

しであることから、社会的な状況変化に伴い、今後も住宅総数が世帯数を上回るものと推

察され、住宅総数が世帯数を上回る地区では、空家化の予防、空家の流通・活用への取り

組みが課題です。 

（３）自治会の協力による状況調査の結果から 

地域住民の視点から、２-１(３)で実施した第３回桑名市空家等実態調査の結果では、

市内には「2,577 件」の空家等が各地区に存在しており、自治会が抱えている空家等の諸

問題として｢所有関係・維持管理・環境衛生・防火防犯への現状や将来への不安など」意

見が多かったことから、不安解消への取り組みが課題です。 

（４）所有者等の協力による状況調査の結果から 

所有者等の視点から、２-１(４)で実施した空家等の所有者等への状況調査では、調査

対象者の約７割（71%）が市内の所有者等である状況、空家等以外にも現在お住まい住宅

等建物を所有している状況、諸問題として｢建物の老朽化、相続、税金、解体・売却費

用、法規制による活用方法など｣苦慮しており、諸制度の周知啓発への取り組みが課題で

す。 

（５）桑名市職員による現地状況調査から 

２-１（５）の桑名市職員による現地の状況調査では、行政が関与すべき事案に該当する

のかどうかを見極める基準の整備、関連法令の適合性への対応、（２）及び（３）の課題に

取り組む重点地区等の検討、（４）の所有者等が特定できなかった空家等への対応、同じ敷

地内の複数の空家等の把握など、潜在する空家等の対応への取り組みが課題です。 
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 第３章 基本的な方針について 

３－１ 空家等対策の基本理念 

桑名市総合計画で目指す基本構想の一つ「快適な暮らしを次世代にも誇れるまち」の実

現に向けて取り組む基本計画の「魅力ある住環境の推進」と連携し、以下の理念のもとで

総合的な空家等対策を実施します。 

（１）市民の安全・安心の確保 

空家等対策の取り組みに関する情報を市民のみなさまに広く周知し、空家等の適正な管

理を促すとともに、周辺に悪影響を及ぼす管理不全な空家等に対しては、法を活用した実

効性のある改善指導を行い、市民の安全・安心な暮らしを確保します。 

（２）地域の活力・まちの魅力向上の促進 

利用可能な空家等を地域の資源と捉え市場流通や活用促進を図ることで、地域の活性化

やまちの魅力向上につなげます。 

（３）地域住民・専門家団体などとの連携 

空家等の所有者または管理者や行政だけでなく、地域住民、不動産・法務・建築・まち

づくり等専門家団体、民間事業者などの多様な主体が相互に連携を図ることで、総合的な

空家等対策の取り組みを推進します。 
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３－２ 空家等対策の対象 

（１）対象とする空家等の種類 

第２章の空家等の現状と課題から、２-１（１）の住宅・土地統計調査の結果では、｢そ

の他の住宅｣の空き家が増加傾向にあること、また、２-１（３）の桑名市空き家等状況調

査の結果では、年間を通して人が使用していないと思われる｢住宅、店舗、工場等の建築

物｣が各地区に存在しており、本計画で対象とする「空き家等」は、「法第２条及び法第

13条に規定する空家等」とします。 

法第２条（定義） 

第１項 

「空家等」 

この法律において「空家等」（※）とは、建築物又はこれに附属

する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態

であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含

む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理す

る物を除く。 

 
第２項 

「特定空家等」 

この法律において「特定空家等」（※）とは、そのまま放置すれ

ば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生

上有害となるおそれのある状態、適正に管理されていないことによ

り著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図

るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家

等をいう。 

（※）「特定空家等」に該当する建築物等については、市長は「特

定空家等」の所有者等に対し、必要な措置を助言・指導・勧告及び

命令することができる。（法第22条第１項から第３項まで） 

また、必要な措置を履行しないときなどは代執行ができる。なお、

法に基づく必要な措置の勧告の対象となった特定空家等に係る土地

については、住宅用地に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準

の特例措置の対象から除外される措置が講じられます。 

法第13条（定義） 

    第１項 

「管理不全空家等」 

 空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれ

ば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認める

ときは、当該状態にあると認められる空家等をいう。 

（２）対象とする区域 

第２章の空家等の現状と課題から、２-１（３）の桑名市空き家等状況調査の結果か

ら、年間を通して人が使用していないと思われる｢住宅、店舗、工場等の建築物｣が各地区

に存在しており、また、２-１（４）の空き家等の所有者等への状況調査の結果から、所

有者等の調査対象者の約７割（71%）が本市に在住していることを踏まえ、本計画の対象

区域は、「本市全域」とします。 
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３－３ 空家等対策の実施体制 

「３-１基本理念」による空家等対策への取り組みの実現に向け、関係所管、地域住

民、専門家団体など多様な主体との連携を踏まえ、実施体制を整えます。 

 

（１）市内部関係所管の横断的な実施体制の継続 

空家等対策の課題は多岐に渡るため、関係所管と連携して対策を推進することが必要で

す。このため、本計画では建築行政の所管となる都市創造部都市管理課が中心となり、空

家等対策の推進を図るための検討ワーキング会議を重ね、情報共有を図り、関係所管で必

要な施策が行えるよう庁内推進体制を整えます。 

参加部･室 参加各課 ワーキング会議での役割分担 

都市創造部 事務担当：都市管理課 全体 措置 施策 

都市計画課 
措
置
班
及
び
施
策
班
の
検
討
を
取
纏
め
空
家
等
対
策
計
画
案
の
作
成
を
行
う
。 

空
家
等
の
特
定
、
調
査
及
び
指
導
等
措
置
に
関
す
る
対
応
の
検
討
等
を
行
う
。 

空
家
等
の
管
理
、
利
活
用
及
び
支
援
事
業
等
施
策
に
関
す
る
検
討
等
を
行
う
。 

社会基盤整備部 土木管理課 

土木課 

市長直轄組織 グリーン資産創造課 

市長公室 政策創造課 

SDGs 推進課 

総務部 税務課 

市民環境部 環境対策課 

地域コミュニティ部 地域コミュニティ課 

産業振興部 商工課 

農林水産課 

保健福祉部 福祉総務課（生活支援室） 

介護高齢課（介護予防支援室） 

子ども未来部 子ども未来課 

上下水道部 営業課 

消防本部 予防課 

計：１２部 計：１６（事務担当課を除く） 

（２）専門家団体との連携 による相談体制の整備 

空家等の所有者や管理者への啓発、中古住宅としての流通促進、地域の活動拠点等への

活用促進、管理不全の防止や空家等の跡地の活用を柱とした総合的な空家対策を推進する

ことを目的に、法務、不動産、建築等の専門家団体と連携し、相続から管理活用に至る空

家等がもたらす複合的な課題の解決に向け、連携体制を整備します。 
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（３）桑名市空家等対策協議会の組織運営の継続 

法第８条に基づき設置した桑名市空家等対策協議会では、空家等対策の総合的かつ計画

的な実施を確保するために必要なご意見を専門家の視点から多角的に協議を行い、本計画

を策定しています。 

今後も協議会の組織運営を継続することで、本計画の実効性を確保します。 

協議会委員 法告示専門分野 所属等 

 警察職員 三重県桑名警察署 

 市町村長 桑名市長 

 大学教授等 大学教授等 

 まちづくり等 商工会議所等会員 

 法務局職員 津地方法務局桑名支局 

 民生委員 民生委員児童委員協議会連合会 

 弁護士 弁護士会会員 

 宅地建物取引士 宅地建物取引業協会会員 

 自治会役員 桑名市自治会連合会 

 司法書士 司法書士会会員 

 建築士 建築士会会員 

 土地家屋調査士 土地家屋調査士会会員 

１２名 １２分野 

（４）管理不全の空家等に関する相談体制の継続 

周辺へ悪影響を及ぼす空家等に対しては課題が多岐に渡るため、本市「都市創造部、市

民環境部、消防本部など」の関係所管の連携体制を構築し、空家等の所有者又は管理者へ

の改善指導を実施します。 

周辺住民からの相談に対しては、まずは相談内容に応じて担当する関係部所が対応し、

課題が複数部署にまたがる案件に対しては、関係する部署が連携して対応します。 

なお、相談窓口がわからない場合は、都市創造部都市管理課が取りまとめ、案件に応じ

た部署に引き継ぎます。 

管理不全の空家等問題 担当部（課） 電話番号 

総合窓口 都市創造部（都市管理課） 0594-24-1220 

老朽等危険な建物 都市創造部（都市管理課） 0594-24-1220 

道路への影響(落下物等) 社会基盤整備部（土木課「施設管理係」） 0594-24-1213 

ごみ関係の問題 市民環境部（環境対策課「廃棄物対策係」） 0594-24-1436 

悪臭、害虫、除草等 市民環境部（環境対策課「環境対策係」） 0594-24-1183 

防火関係の問題 消防本部（予防課） 0594-24-5282 

防犯の問題 市長直轄組織（防災・危機管理課「危機管理室」） 0594-24-1337 

※ただし除草（枯れ草を含む）に関しては、道路管理者及び消防署との協議が必要です。 

選 

任 

の 

任 

期 

は 

２ 

年 

間 
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３－４ 空家等対策の取り組み方針 

（１）取り組み方針 

空家等対策の取り組み方針は、次の４つを柱として、住まいが空家等になる前の利用中

の状態から、活用の促進まで、住まいの各段階の状況に応じた対策を講じていきます。 

① 予防の促進（空家等未然防止の啓発） 

空家等の増加を抑制するため、現に存在する空家等についての対策を講じると共に、新

たな空家等の発生を未然に防ぐことが必要となります。このため、所有者又は管理者への

空家化の予防啓発を行う取り組みを実施します。 

② 流通の促進（適正管理空家等の流通） 

利用可能な空家等を未利用のまま放置しないよう、中古住宅としての市場流通を促進

し、地域の資源ととらえ、地域の活力やまちの魅力向上につなげる取り組みを実施しま

す。 

③ 解消の促進（管理不全な空家等防止） 

地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすような管理不全な空家等のうち、特定空家等（法第

2条第2項）の所有者又は管理者には、特定空家等の解消を求め改善指導を行い、市民の安全・

安心を確保します。 

④ 活用の促進（空家等の有効な利活用） 

管理不全な空家等の所有者又は管理者には、適正管理を求める一方、特定空家等は除却

等を促します。特に、重点密集市街地の老朽住宅や耐震性の低い木造住宅では、防火・防

災に必要な支援を継続して実施します。 

（２）取り組みの実施 

各主体と連携し「計画、実行、評価、 

改善」により、実効性のある実施に取り 

組むと共に、本計画の見直し等に関する 

必要な調査検討を行います。 
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（３）継続調査の実施 

第２章（２-１（５））で実施した桑名市職員による現地の状況調査は、自治会の協力によ

り把握した空家等であるため、空家等の調査及び潜在する空家等の通報対応として、以下

のフローにより現地の状況調査を継続して取り組みます。 

なお、所有者等が特定できない空家等については、状態の悪化等に速やかに対応できる

よう、定期的にパトロールを実施します。 

＜調査フロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜取り組み方針＞ 

 
 

 

 
 
 
 

 
桑名市空き家等状況調査の結果及び通報を受けた空き家等 

（建築物の位置を把握） 

外観目視による現地状況調査の実施（建築物の状況を把握） 

空家等である 

工作物の 
破損等 

用途 構造 利用 
状況 

階数 

法第 10 条第 1 項に基づき固定資産課税台帳による所有者等の特定作業 

所有者等 
特定不可能 

エネルギー
使用状況 

空家等でない 
 

定期的な 
パトロール

を実施 
建築物の 
破損等 

環境管理 
の状況 状態の把握 衛生管理 

の状況 

 

適正管理 管理不全 危険 

① 
予防の促進 

 

④ 
活用の促進 

 

② 
流通の促進 

③ 
解消の促進 
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 第４章 具体的な施策について                

４－１ 予防の促進（空家等未然防止の啓発） 

「３-４-(１)①」の取り組み方針から、桑名市空家等対策の推進に関する協定（巻末資

料P47参照）を締結している専門家団体等と連携して、空家等に関する相談会（巻末資料

P48参照）を開催するなど、相談体制の強化の推進に取り組みます。 

（１）市の役割 

対象区域の空家等の現状を社会情勢に応じて把握することは新たな空家等の発生を未然

に防ぐために必要です。また、空家化の予防を促進するための啓発、パトロールの実施や

相談等支援を市内部関係所管と横断的な連携を図り、空家化の予防の促進に努めます。 

（２）所有者等の役割 

建物の定期的な維持管理や破損等への速やかな対応を行うとともに、周辺に迷惑を及ぼ

さないよう地域コミュニティへの積極的な参加に努め、良好な住環境を確保することで、

空家化の予防の促進に努めます。 

（３）地域住民の役割 

良好な住環境を形成するために、住民の地域コミュニティへの参加を促し、地域全体で

空家化の予防の促進に努めます。 

（４）専門家団体の役割 

相続等における相談体制を整え、建物の所有者等への情報提供やサポートを充実させる

ことにより、空家化の予防の促進に努めます。 

 

   
 

予防の促進   
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４－２ 流通の促進（適正管理空家等の流通） 

「３-４-(１)②」の取り組み方針から、平成30年度より開始した桑名市空き家バンク登

録制度（巻末資料P49参照）により、協力事業者や空家等の所有者と連携して流通の促進

に取り組みます。 

（１）市の役割 

適正管理されている空家等は中古住宅として市場への流通を空家等の所有者または管理

者に促し、活用に必要な手続の流れや手法等をまとめた啓発資料を作成し、地域住民等が

空家等を活用しやすい環境を整えます。また、国等の取り組みを注視し、活用を希望する

所有者と利用希望者とのマッチングを図る仕組みを構築し、専門家団体と連携して流通の

促進に努めます。 

（２）所有者等の役割 

適正に管理された空家等は、良好な住環境を確保するため、流通の促進に努めます。 

（３）地域住民の役割 

適正に管理された空家等に新たに居住者を迎え入れるための支援策として、良好な地域

コミュニティの形成を図り、地域全体で流通の促進に努めます。 

（４）専門家団体の役割 

流通に関する相談体制を整え、空家等の所有者または管理者への流通に係る情報提供 

やサポートを充実させることにより、流通の促進に努めます。 

 

     

 

流通の促進   
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４－３ 解消の促進（管理不全な空家等防止） 

「３-４-(１)③」の取り組み方針から、市の木造住宅に関する耐震支援制度（巻末資料

P50参照）や桑名市空家等対策の推進に関する協定を締結している専門家団体等との連携に

より、空家等の補強工事や除却工事が円滑に実施されるよう、管理不全な空家等の解消に

取り組みます。 

（１）市の役割 

空家等の除去に係る支援の検討や、管理不全な空家等に係る所有者の責務などを掲載した

啓発資料により、所有者等が自ら改善に向けて対応がとりやすい環境づくりに取り組みま

す。また、管理不全な空家等は定期的なパトロールを実施し、速やかな対応ができるよう現

状把握に努め、特定空家等の所有者または管理者には、改善や解消への指導等を行うことで、

管理不全な空家等の解消の促進に努めます。 

（２）所有者等の役割 

空家等の所有者または管理者の責務を理解し、良好な住環境を確保するため、管理不全

な空家等の解消に努めます。 

（３）地域住民の役割 

管理不全な空家等の解消に必要な措置を求めるため、市に通報することで管理不全な空

家等の解消の促進に努めます。 

（４）専門家団体の役割 

  管理不全な空家等の解消などに関する相談体制を整え、トラブル事例などの情報提供や

のサポートを充実させることで、管理不全な空家等の解消の促進に努めます。 

     

 

解消の促進   
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４－４ 活用の促進（空家等の有効な利活用） 

「３-４-(１)④」の取り組み方針から、桑名市空家等対策の推進に関する協定を締結し

ている専門家団体等と連携して、空家等の活用事例の情報交換を行うことにより、空家等

の活用マニュアルの整備を行うなど普及啓発活動の推進に取り組みます。 

（１）市の役割 

空家等の位置や現状をデータベース化し、市内部関係所管と横断的な連携を図り、 

地域主体で取り組む空家等の利活用への支援体制を整え有効な利活用の促進に努めます。 

（２）所有者等の役割 

空家等や除却後の土地を放置せず、別の用途として転用するなど活用することで、有効

な利活用の促進に努めます。 

（３）地域住民の役割 

地域コミュニティの活性化につながる有効な利活用の促進に努めます。 

（４）専門家団体の役割 

利活用に関する相談体制を整え、活用事例などの情報提供やのサポートを充実させるこ

とで、有効な利活用の促進に努めます。 

 

      

 

活用の促進 
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１．令和６年度空き家等に関する状況調査等の検討事項 

(1) 人口世帯、連合自治会地区(行政地区)及び自治会数等事前調査について          

（表 1-1）：総務省「住宅・土地統計調査」、総務課「人口世帯統計」より転記 

 平成 25 年 平成 30 年 令和 5年 
住宅・土地統計住宅総数 57,760（統計数値） 61,190（統計数値） 63,920（統計数値） 

桑名市人口統計の人口数 
桑名市世帯統計の世帯数 

142,478（3月末日） 
55,497（3月末日） 

142,274（3月末日） 
59,245（3月末日） 

138,679（3月末日） 
61,844（3月末日） 

（表 1-2）：総務課「人口世帯統計」、地域ｺﾐｭﾆﾃｨｰ課「自治会集計表」より転記 

地
区 

各地区名 
(行政地区) 

統計人口 
(R6.3.31) 

統計世帯 
(R6.3.31) 

自治会数 
(R6.5.1) 

班等数 
(R6.5.1) 

加入世帯 
(R6.5.1) 

 
桑 
名 

日進 5,787 2,779 37 217 2,069 
精義 4,445 2,184 54 152 1,651 
立教 3,220 1,566 30 154 1,270 
城東 1,971 1,038 16 101 849 
益世 7,875 3,611 68 281 2,816 
修徳 6,285 2,993 56 226 2,464 
大成 8,971 4,200 51 259 3,160 
大和  (※) 2,871 1,451 23 90 1,182 
新西方(※) 3,945 1,609 12 67 1,524 
桑部 4,867 2,142 22 123 1,798 
在良 7,958 3,681 28 218 2,969 
七和 6,822 3,155 29 137 2,006 
久米 6,316 2,741 27 133 1,945 
深谷 4,035 2,019 14 125 1,494 
城南 8,454 3,965 38 224 3,136 
筒尾 8,647 3,236 22 139 2,641 
松ノ木 4,420 1,822 14 118 1,498 
大山田 6,394 2,581 13 116 1,971 
野田 2,408 1,178 7 50 806 
藤が丘 2,842 1,178 11 86 1,048 
星見ヶ丘 5,855 2,430 9 82 2,249 

計 21 (20) 114,388 51,559 581 3,098 40,546 
 

多 
度 

多度中 5,596 2,159 6 100 1,732 
多度東 1,067 417 4 26 331 
多度南 1,106 420 4 24 302 
多度西 726 287 2 17 217 
多度北 1,839 890 6 38 444 

計 5 (5) 10,334 4,173 22 205 3,026 
長 
島 

長島北部(※) 2,693 1,084 15 53 906 
長島中部(※) 7,683 3,372 57 166 2,366 
長島伊曽島 3,581 1,656 25 64 956 

計 3 (2) 13,957 6,112 97 283 4,228 
全 29 (27) 138,679 61,844 700 3,586 47,800 

（（※）印自治会の行政地区は、大和（大和＋新西方）、長島（長島北部＋長島中部）） 

(2) 状況調査の自治会への依頼について                             

本市の特徴は、前項の(表 1-2)から市の統計人口世帯数｢ｄ｣のうち自治会加入世帯｢ｆ｣が

77％で未加入世帯数｢ｇ｣は 23％と少なく、自治会に協力を依頼し調査を実施するものです。 

ａ：「市人口世帯統計の人口数（ｂ＋ｃ）」＝138,679 人 

ｂ：「自治会加入世帯の人口数（ｅ×ｆ）」≒107,186 人 

ｃ：「自治会未加入世帯の人口数（ｅ×ｇ）」≒31,492 人 

ｄ：「市人口世帯統計の世帯数（ｆ＋ｇ）」＝61,844 世帯 

ｅ：「一世帯当りの人口数（ａ÷ｄ）」≒2.242400233 人／世帯 

ｆ：「自治会加入世帯数」＝47,800 世帯 

ｇ：「自治会未加入世帯数（ｄ－ｆ）」≒14,044 世帯 
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(3) 調査結果を踏まえた空家等推定数の算出について                   

前(2)項により調査を実施した結果から得られた空家等数｢ｈ｣に、自治会未加入世帯の推

定数｢ｊ｣を加え、本市の空家等推定数｢Ａ｣を、全 29 地区別概要を（図表 1-1）に示します。 

ｈ：「自治会の状況調査で得られた空家等数」＝2,577 件 

ｉ：「自治会加入世帯人口当りの空家等数の割合（ｈ÷ｂ）」≒0.02404231896 件／人 

ｊ：「自治会未加入世帯人口に占める空家等推定数（ｉ×ｃ）」≒757 件 

Ａ：「空家等推定数（ｈ+ｊ）」≒3,346 件 

（図表 1-1）：空家等推定数から見る市内全 29 地区別概要 
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(4) 空家等保有率の算出について                            

前(3)項から得られた空家等推定数｢Ａ｣を市人口世帯統計の世帯数｢ｄ｣で徐し、一世帯当

たりの空家等数を算出して空家等保有率｢Ｂ｣を推定し、全29地区別概要を（図表1-2）に示

します。 

Ａ＝3,336件（前(3)項により算出）、ｄ＝61,844世帯（前(2)項により算出） 

Ｂ：「一世帯当たりの空家等数の割合を示す空家等保有率（(Ａ÷ｄ)×100）」＝5.4％ 

（図表1-2）：空家等保有率から見る市内全29地区別概要 
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(5) 空家等率の算出について                             

前(3)項から得られた空家等推定数｢Ａ｣に、市人口世帯統計の世帯数｢d｣を加えた数を市内

の建物数｢ｍ｣と推定します。空家等推定数｢Ａ｣を市内の建物数｢ｍ｣で除し、市内の空家等の

割合を算出して空家等率｢Ｃ｣を推定し､全29地区別概要を（図表1-3）に示します。 

Ａ＝3,336件（前(3)項により算出）、ｄ＝61,844世帯（前(2)項により算出） 

ｍ：「市内の建物数（Ａ+ｄ）」＝65,180件 

Ｃ：「空家等推定数による割合を示す空家等率（(Ａ÷ｍ)×100）」＝5.1％ 

（図表 1-3）：空家等率から見る市内全 29 地区別概要図 
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なお、前(3)項の調査結果から得られた空家等数｢ｈ｣に市人口世帯統計の世帯数｢ｄ｣を加

えた数を市内の建物数「ｎ」とした場合における、空家等率｢Ｃ´｣の全29地区別概要は（図

表1-4）に示します。 

ｈ＝2,577件（前(3)項により算出）、ｄ＝61,844世帯（前(2)項により算出） 

ｎ：「市内の建物数（ｈ+ｄ）」＝64,421件 

Ｃ´:「空家等状況調査結果による割合を示す空家等率（(ｈ÷ｎ)×100）」＝4.0％ 

（図表 1-4）：空家等率から見る市内全 29 地区別概要図 
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(6) 空家等推定数、空家等保有率及び空家等率の地区別概要について           

前各項の空家等推定数「Ａ」、空家等保有率「Ｂ」及び空家等率「Ｃ」を取りまとめ、地

区別概要を（表 1-3）に示します。なお、空家等率は、空家等推定数から算出した(5)-1 項

の「Ｃ」を採用し、(5)-2 項の空家等率「Ｃ´」は参考値としました。 

（表 1-3）：地区別概要一覧 

地区別 

（世帯数） 

空家等推定数（件） 空家等保有率（％） 空家等率（％） 凡例 

Ａ 
Ａ1 Ａ2 

Ｂ 
Ｂ1 Ｂ2 

Ｃ 

 
Ｃ1 Ｃ2 

Ａ1：Ａの内の不適管

理空家等推定数 

Ａ2：Ａ1の内の危険

な空家等推定数 

Ｂ1：Ｂの内の不適管

理空家等保有率 

Ｂ2：Ｂ1の内の危険

な空家等保有率  

Ｃ1：Ｃの内の不適管

理空家等率 

Ｃ2：Ｃ1の内の危険 

な空家等率 

（※）個別算出のた

め合計と一致しま

せん 

桑名地区 

（51,559） 2,657 450 193 5.5 0.9 0.4 4.9 0.7 0.3 

多度地区 

（4,173） 311 80 32 9.3 0.7 0.9 6.9 1.3 0.5 

長島地区 

（6,112） 382 74 39 6.8 0.01 0.01 5.9 0.8 0.4 

全地区 

（61,844） 

（※） 

3,336 599 261 5.4 1.0 0.4 5.1 0.7 0.3 

A、Ｂ、Ｃ

の算出図 

 

 

 

 

 

  

    

各地区の特徴 

桑名地区 桑名地区では、「空家等推定数、不適正管理空家推定等数及び危険な空家等推定数」が

３地区の中では最も高い値になりますが、空家等保有率及び空家等率では３地区の中で最

も低い値です。不適正管理空家等推定数は、不適正管理空家等推定数全体の８割弱近くを

締めており、将来への周辺の悪影響が懸念される地区であることが推定されます。 

多度地区 多度地区では、「空家等推定数」は３地区の中で最も低い値ですが、「不適正管理空家

等率」が最も高い値で、人口世帯に占める「危険な空家等数」が多いため「危険な空家等

保有率、危険な空家等率」でも、３地区の中で最も高い値となり、環境・衛生面・防火防

犯面など周辺の生活環境の保全を図ることが必要な地区と推定されます。 

長島地区 長島地区では、「空家等保有率」が３地区の中で２番目に高い値になっており、「空家

等推定数、空家等率」についても３地区の中で２番目に高い値になっています。また、

「不適正管理空家等保有率、危険な空家等保有率」についても、３地区の中で２番目に高

くなっていることから、環境・衛生面・防火防犯面など周辺の生活環境の保全について、

空家等の適正管理を所有者等に啓発することが必要な地区と推定されます。 

 

(h)：2,577 件 

(ｊ)：759 件 

A：3,336 件 

A：3,336 件 

(d)：61,844 世帯 

Ｂ：5.4％ 

A：3,336 件 

(m)：65,180 件 

Ｃ：5.1％ 
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(7) 住宅・土地統計調査の結果（平成 30 年と令和５年の比較）について         

本市の調査結果及び推定値を「住宅・土地統計調査」（表 1-4）と単純に比較することは困 

難ですが、令和５年の「その他の住宅の空き家数：4,610 戸」を下回る結果となります。 

（表 1-4）総務省の平成 30 年と令和５年「住宅・土地統計調査」より転記 

 

桑名市 

住宅・土地統計調査における住宅 その他の住宅(※2） 

住宅総数 

(A)戸 

空き家数 

(B)戸 

空き家率(※1) 

(C＝B/A)％ 

空き家数 

(D)戸 

空き家率(※1) 

(E＝D/A)％ 

令和５年 63,920 8,370 13.1 4,610 7.2 

平成30年 61,190 6,730 11.0 4,770 7.8 

(※1) 空き家率：全住宅総数に占める空き家の割合 

(※2) その他の住宅：空き家のうち、別荘等の二次的住宅、賃貸用住宅、売却用住宅

を除いた住宅 

(8) 人口の将来展望から推定する空家等数について                        

各人口のシミュレーションにおける将来の展望では、市外に人口が流出するなどの様々な

要因により将来人口が減少していくと推定されます。また、市内の居住者が生活の居住環境

を残して人口流出が発生すると（図表 1-5）に示す通り、前(3)項で推定した空家等数が増加

することになります。例えば 2030 年には約 170 件増加し、2,870 件となり、2060 年には約

700 件増加し、3,400 件にも及ぶと考えられます。 

（図表 1-5）：「桑名市人口ビジョン」より転記 

①：社人研推計により算出した推定した空家等

推定数 

②：桑名市総合計画により算出した推定した空

家等推定数 

③：社人研推計に独自の合計出生率、中心市街

地の許容人口や市外からの人口移動などを

推測した「転入超過数」を加えた独自推計

により算出した推定した空家等推定数 

(※1)＝0.0188 件/人：（状況調査より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状の空家等数のままだと

この差が空家等数の増加数 
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２．令和２年度空き家等所有者等への状況調査等の検討事項 

(1) 調査対象者の送付所在地について                          

第２回桑名市空き家等状況調査により把握した調査対象の空家等「2,225 件」の所有者等

「1,927 名」に本調査を実施した結果を「建物又は土地所有者等」送付先所在分布（表 2-1）

に示します。調査送付先の約 71%の方が市内に在住であることが把握できたことから、地域コ

ミュニティでの空家等の適正管理などの啓発の取り組みが必要です。また、三重県内（桑名

市除く）には約８%が在住し、愛知県には約 11%が在住しています。 

本市では、名古屋から 25km 圏域という地理的優位性、公共交通機関の利便性などの良さを

活かして市街及び郊外で住宅供給が進み、住宅都市へと発展してきたことも空家化の原因の

１つと考えられることから、桑名市総合計画などの行政計画と連携し、「快適な暮らしを次世

代にも誇れるまち」の実現に向け空家化の予防につなげていく取り組みが必要です。 

（表 2-1）：「建物又は土地所有者等」送付先所在分布 

 所有者等送付先住所 合計 

桑名市内 県内 県外 

空き

家等

地区 

桑名地区 1,135 132 298 1,565 

多度地区 122 10 33 165 

長島地区 114 13 70 197 

合計（率） 1,371（71％） 155（８％） 401（21％） 1,927（100％） 

 

 (2) 調査回答者の回答所在地について                          

前(1)項の所有者等に調査を実施した結果、「975 名」から回答があり、「建物又は土地所有

者等」回答者の所在分布を（表 2-2）に示します。回答率（※回答数を送付数から返戻数を引

いた数で割った割合）は56%あり、回答者の約69%が市内に在住であることが把握できました。 

また、三重県内（桑名市除く）には約８%が在住し、愛知県には約 12%が在住しています。

回答がなかった「755 名（約 39%）」については、空家等の維持保全や特定空家等に対する意

識の低下が懸念されることから、空家等の適正管理等についての所有者等への啓発活動や、

流通及び活用の促進の取り組みが必要です。 

（表 2-2）：「建物又は土地所有者等」回答者の所在分布 

 所有者等住所 合計 

桑名市内 県内 県外 

空き

家等

地区 

桑名地区 556 70 164 790 

多度地区 57 5 22 84 

長島地区 55 6 40 101 

合計（率） 668（69％） 81（８％） 226（23％） 975（100％） 
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 (3) 昭和 56 年以前に建築された木造空家等の状況について                        

第２回桑名市空き家等状況調査により把握した調査対象の所有者等「1,927 名」に本調査を

実施した結果、昭和 56 年以前の木造建築物は 290 件あり、回答者の約 69％を占める結果と

なりました。この 290 件のうち、空家等は 255 件あり、回答者の約 61％を占める結果である

ことから、昭和 56 年の建築基準法改正（新耐震工法）以前の構造計算基準を用いた耐震性の

低い木造建築物が相当数含まれていることが分かります。 

本市では、木造住宅耐震事業の推進などを支援や空家等の適性管理を促す啓発活動、安全

パトロール活動、桑名市職員による現地状況調査の実施、地域住民による見守り等の普及・

支援に取り組む事業を関係所管との横断的な連携により継続していく必要があります。 

また、管理不全な空家等の防止・解消を促すとともに、周辺に悪影響を及ぼす空家等に関

しては、法を活用した実効性のある改善指導などを行い、市民の安全・安心を確保する取り

組みが必要です。 

（図 2-1）：昭和 56 年以前の木造建築物及び木造空家等の地区別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 平成 12 年以前に建築された木造空家等の状況について                  

第２回桑名市空き家等状況調査により把握した調査対象の空家等「1,927 件」に本調査を実

施した結果、平成 12 年以前の木造建築物は 376 件あり、回答者の約 90％を占める結果とな

りました。この 376 件のうち、空家等は 325 件あり、回答者の約 77％を占める結果となりま

した。 

平成７年の阪神淡路大震災で木造住宅が甚大な被害を受け、一般に耐震性が高いとされた

昭和 56 年の建築基準法改正（新耐震工法）以降に建てられた木造住宅も多数倒壊したため、

平成 12 年には建築基準法が改正され、木造住宅（在来軸組構法）の弱点とされる接合部の金

物補強や耐震壁のバランスの良い配置などが規定されました。 

平成 12 年以前の建物は大地震等が発生した場合など、倒壊等による被害がでることが推測

されます。こうした状況を踏まえ、空家等の適性管理を促す啓発活動、専門家団体と連携を

図った耐震診断などのサポート体制の構築などの取り組みが必要です。 

（図 2-2）：平成 12 年以前の木造建築物及び木造空家等の地区別割合 
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(5) 調査回答者から自由意見でいただいた市への要望等について                 

前(1)項の所有者等に調査を実施した結果、市の支援などを求めるご意見を多数いただきま

した（表 2-3）。 
（表 2-3）空き家等所有者等への調査結果で得られた支援等に関する主なご意見 

・土地所有者が他人であることから、将来の手続き等に不安がある。 
・不動産屋に売却の依頼をしているが、なかなか売れずに困っている。 
・親族所有の空き家であり、今後名義変更等の手続きを行う予定である。 
・年に何回か親族等で使用しており、定期的に管理しているので空き家等ではない。 
・地震等災害時の応急住宅として使っていただきたいが、古い建物であり人が住めるよう

な状態ではない。 
・取り壊したいが費用がかかりすぎるため困難である。 
・早く空き家を売却したいが、市街化調整区域であるため再利用が難しいと言われた。 
・空き家の譲渡所得 3000 万円特別控除の特例が適用されるので売却することにした。桑

名市もこの制度をもっと PR すべきだと思う。 
・建物を解体すると固定資産税が高くなることが悩みである。 
・定期的に管理しているが、空き家にいたずらをされたこともあり、防犯上不安であるた

め行政でもパトロールをしていただきたい。 
・可能であれば空き家を桑名市に寄付したい。 
・空き家を高齢者が利用出来るような施設に有効活用できれば良いと思う。 
・空き家等に関する相談会の開催日程が決定したら連絡をして欲しい。 

 
 なお、桑名市空家等対策協議会においては、(表 2-4)の補助制度を考える必要性を、各委員

からご意見をいただいており、空家等対策を実施していく中で、所有者等のニーズを把握し

必要な支援策を市の財政状況も踏まえ検討していく必要があります。 

（表 2-4）：桑名市空家等対策協議会でいただいた支援等に関する主なご意見 

・現状での利用が難しい家屋等については修繕若しくは除去となるので、補助金等の制度

を考える必要がある。 

・特に取り入れるとよいと思った点は、空家活用をすることに対して補助金が出るという

ことです。地域の活性化等に寄与するなどの条件はありますが、次の手としてはいいの

ではと思いました。 

・空き家をリフォームし借出せる様にリフォーム費用の一部を補助してはどうか。 

・空家をコミニティスペース等に改築する場合の補助金の検討が必要。 

・中古住宅を購入してもリフォーム代の上乗せが負担となります。そこで空家登録をした

り物件の購入については、リフォーム代を上乗せ金額の優遇ローンによる購入方法など

再利用を促す施策があればと思います。 

・木造個人住宅の耐震診断無料の実施。 

・耐震改修工事費用の一部を市が補助する「桑名市木造住宅耐震改修促進事業」について

は適切な案内・周知をし、審査や提出書類等も簡略化し桑名市民が使いたくなるような

制度を策定していただきたい。 
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３．令和２年度桑名市職員による現地状況調査の検討事項 

(1) 現地状況調査により把握した空家等のデータベースなどの環境整備について                            

 本市では、第１回桑名市空き家等状況調査の結果により把握した空家等と思われる建築物

について、地図上（AiMAP）にプロットしてデータベースを構築し（図表 3-1）、常時確認で

きるような状態にしています。また、空家等の所在地、現地状況調査で得られた実態及び所

有者等の氏名などを関係所管で情報共有しています。今後は、第２回桑名市空き家等状況調

査の結果に基づいて把握した空家等の情報にデータを更新し、継続的にフォローアップして

いきます。 

（図表 3-1）AiMAP による空家等位置情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロットイメージ 

空家等(A判定) 

空家等(B 判定) 

空家等(C 判定) 

特定空家等 

解体済み 

都市計画法手続履歴 
旗マークをクリ

ックすると台帳

が表示されます

（イメージ）。 
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 (2) 現地状況調査により把握した空家等の実態把握について                      

前(1)項の台帳作成に際して、法に基づく「空家等」に該当するのかを把握するため、市内

全域の「第２回桑名市空き家等状況調査」で得られた 2,200 件を超える空家等と思われる建

築物及びその敷地（以下、「建築物等」という。）について、外観目視により建築物等の利用状

況や維持管理状況などを把握することを目的に、桑名市職員による現地状況調査（以下、「調

査」という。）を実施しました。 

・調査期間：令和 2年 4月 17 日～令和 2 年 12 月 10 日取りまとめ 

・調査対象：桑名市空き家等状況調査の結果より得られた 2,200 件を超える建築物等のう

ち、所在地が特定できなかった建築物等を除く。 

・調査内容：建築物等の概要（用途、構造、階数、利用状況、エネルギーの使用状況）及び

維持管理状況（建物、付属物、衛生、環境）について巻末資料を用いて外観目

視により判定。 

調査における状況は、次の通りです。 

（表 3-1）：桑名市職員による現地状況調査結果 

地区（連合自治会数） 桑名

（21） 

多度（5） 長島（3） 合計（29） 

実施件数 1,655 173 243 2,071 

 空家等でない件数 202 2 5 209 

更地件数 65 6 7 78 

空家等件数 1,388 165 231 1,784 

 適正管理件数 1,131 128 157 1,416 

不適正管理件数 257 37 74 368 

 危険性(低) 217 31 68 316 

危険性(高) 40 6 6 52 

現地状況調査により、桑名地区では 1388 件、多度地区では 165 件、長島地区では 231 件の

計 1784 件の空家等が存在することが分かりました。現地状況調査では、建物自体の維持管理

は良好であるが、庭木等が散乱し敷地外へ越境していたり、付属物（CB 塀）などにクラック

が入った空家等が多数存在していることが把握できたため、所有者等の空家等の維持管理は

「建物」だけと認識していることが懸念されます。こうした状況を踏まえ、空家法に基づく

「空家等」の定義の周知や「空家等の適正管理」への啓発などの取り組みが必要です。 

また、危険性が高い空家等は 52 件となっていることから、管理不全な空家等には、法を活

用した実効性のある改善指導などの取り組みが必要です。 
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４．参考資料 

 (1) 公共交通機関周辺における空家等の状況について                  

本市の公共交通機関の周辺にも空家等が多数存在していることが把握できました。 

特にバス停などの周辺に空家等が存在しており、利便性以外の原因により空家等になって

いることも考えられます。市内全 29 地区別公共交通機関等周辺空家等分布を（図 4-1）に示

します。 
公共交通との関連性のほか、立地環境など多角的な視点から「快適な暮らしを次世代に誇

れるまち」の実現に向け、公民連携して課題を解決し、「魅力ある住環境の推進」に取り組

むことが必要です。 

（図 4-1）：市内全 29 地区別公共交通機関等周辺空家等分布 
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(2) 通学路周辺における空家等の状況について                      

本市の通学路の周辺にも空家等が多数存在していることが把握できました。 

管理不全な空家等や特定空家等は、落下物や倒壊などにより人命にかかわる危険性があり

特に通学路では、児童の安全確保に影響を及ぼします。 

通学路に面した空家等について、市内全 29地区別通学路等周辺空家等分布を（図 4-2）に

示します。 
安全パトロールの実施や、空家等所有者等への建築物の除去などを促し、特に特定空家等

に関しては、法を活用した実効性のある改善指導などを行い、市民の安全・安心を確保する

取り組みが必要です。 

（図 4-2）：市内全 29 地区別通学路等周辺空家等分布 
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 (3) 防災施設及び緊急輸送経路周辺における空家等の状況について                 

本市の防災施設や緊急輸送路周辺にも空家等が多数存在していることが把握できました。 

管理不全な空家等や特定空家等は、地震や風水害により倒壊などを起こす可能性があり、

災害時の防災施設への避難経路や緊急避難経路の確保にも影響を及ぼします。 

市内全 29 地区別防災施設及び緊急輸送経路等周辺空家等分布を（図 4-3）に示します。 
安全パトロールの実施や、空家等所有者等への建築物の除去などを促し、特に特定空家等

に関しては、法を活用した実効性のある改善指導などを行い、市民の安全・安心を確保する

取り組みが必要です。 

（図 4-3）：市内全 29 地区別防災施設及び緊急輸送経路等周辺空家等分布 
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 (4) 都市計画区域の内外の空家等の状況について                    

本市の都市計画区域及び区域外の面積の割合を（表 4-1）に示しますが、行政区域のうち、

市街化区域が約 22％、市街化調整区域が約 60％、都市計画区域外が約 18％です。 

（表 4-1）：国土交通省「平成 30 年全国都道府県市区町別面積調」 

   都市整備課「都市計画決定」より転記        （単位：面積（ha） 

 区域 市街化区域 

（割合：％） 

市街化調整区域

（割合：％） 

都市計画区域外

（割合：％） 

行政区域 

（割合：％） 

平 成
30 年 

全地区 3005 
（21.99％） 

8173 
（59.80％） 

2490 
（18.21％） 

13668 
（100％） 

都市計画区域別の空家等の割合を（図 4-4）に示しますが、市街化区域に約 83％、市街化

調整区域に約 16％、都市計画区域外に約 1％が存在する結果となり、約 83％の空家等が市街

化区域に存在していることから、市街化を図る区域での流通や活用の促進に向け取り組みが

必要です。 

一方、約 16％の空家等が市街化調整区域に存在していることから、市街化を抑制すべき区

域での利活用が困難なことも想定されるため、空家等の適正管理の啓発や、管理不全の空家

等を解消する取り組みが必要です。これらは桑名市総合計画などの行政計画と整合を図る必

要があり、横断的な連携による取り組みが必要です。 

（図 4-4）：都市計画区域別空家数（桑名市全域） 
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５．各施策に対する取り組み（ＰＤＣＡ体制）検討事項（参考） 

行政、所有者等、地域住民及び専門家団体の各主体が各役割を担い、実施するための計画

を検討し、行政が計画に基づく取り組み内容を具体化することで、各主体が自ら取り組みや

すい環境を構築します。また、重要な施策については、地域団体や専門家団体などを交えた

桑名市空家等対策協議会のご意見を反映させ、適切に実施します。 

なお、令和７年度には総合的に評価し、本計画の見直しに取り組みます。 

R2 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

第 2 期

桑名市

空家等

対策計

画策定 

桑名市空家等対策計画の実施 計画改定 

P（計画）D（実施）C（評価）A（見直し） 

※各実行年度で計画の実施に対する達成状況を確認（評 

価）し、計画の見直しの見直しをおこなう。 

計画の評価と見直

しをおこなう。 

計画（PLAN）：R2～R7 年度の計画について 

施策 計画 

予防の

促進 

空家化予防啓発ちらしの配布 

定期的なパトロール活動 

継続した木造住宅耐震改修補助の実施 

予防に係る相談サポートの充実 

財産管理人制度の活用 

社宅転用の促進 

流通の 

促進 

流通活用ちらしの配布 

流通に係る相談サポートの充実 

解消の 

促進 

桑名市空家等指導要綱に基づく必要に応じた措置 

定期的なパトロール活動 

解消に係る相談サポートの充実 

活用の 

促進 

相談窓口や通報物件のデータベース化 

活用に係る相談サポートの充実 

実施（DO）：R2～R7 年度の実施について 

施策 取り組み内容 

予防の 

促進 

 

① 窓口設置やホームページに掲載し、空家化予防の啓発を実施 
② 新たな空家等を情報把握するため、定期的なパトロール活動を実施 

③ 周辺に悪影響を及ぼさないよう、耐震化に努め老朽化の防止を実施 

④ 空家化予防に関する相談体制や相談会開催体制の整備を実施 

流通の 

促進 

⑤ 窓口設置やホームページに掲載し、流通活用に必要な手続きの流れや手法等

の周知を実施 

⑥ 流通に関する相談体制や相談会開催体制の整備を実施 

⑦ 空き家バンクによるマッチング 

解消の 

促進 

⑧ 特定空家等の所有者等には桑名市空家等指導要綱に基づく措置を実施 

⑨  管理不全空家等に速やかに対応するため、定期的なパトロール活動を実施 

⑩  解消に関する相談体制や相談会開催体制の整備を実施 

活用の 

促進 

⑪ 市内部関係所管と横断的に情報共有を実施 

⑫ 活用に関する相談体制や相談会開催体制の整備を実施 
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＜市内部関係所管と横断的な実施体制継続や連携した施策の実施の主な取り組み＞ 
庁内横断的な実施体制 予防の促進 流通の促進 解消の促進 活用の促進 

都市創造部 事務担当:都市管理課 ①②④ ⑤⑥ ⑦⑧⑨ ⑩⑪ 

都市計画課   ⑩ ⑪ 

社会基盤整

備部 

土木管理課 ②  ⑦ ⑧ 

土木課 ②  ⑦⑧  

市長直轄組

織 
グリーン資産創造課 

   
⑩ 

市長公室 政策創造課  ⑥   

SDGｓ推進課    ⑩ 

総務部 税務課 ①  ⑦  

市民環境部 環境対策課 ②  ⑦ ⑧ 

地域コミュ

ニティ部 
地域コミュニティ課 ① 

 
⑨ 

 

産業振興部 商工課 ① ⑥   

農林水産課 ①    

保健福祉部 福祉総務課(生活支援

室) 
① ⑤ 

  

介護高齢課(介護予防

支援室) 
① ⑤ 

  

子ども未来

部 
子ども未来課 ① 

   

上下水道部 営業課 ②  ⑦  

消防本部 予防課   ⑧ ⑩ 

評価（CHECK）：R2～R7 年度の評価と R7 年度の総合的評価について 
 計画に基づいた施策について、各実行年度で市内部関係所管が各取り組みにおける状況を

評価し、各主体は当市の実施に基づき自ら取り組めた施策について桑名市空家等対策協議会

を通じて評価を行うことが必要です。 
 また、令和 7 年度には、総務省「住宅・土地統計調査」の統計数値などを参考とし、市内

全域の空家等数などを把握し、総合的な評価を行うことが必要です。 

見直し（ACTION）：R2～R7 年度の計画見直しと R7 年度の本計画見直しについて 
 各実行年度での計画の見直しの際は、桑名市空家等対策協議会を開催し、計画の見直しに

ついてのご意見を反映させながら、取り組んでいくことが必要です。 
 また、令和 7 年度には総合的な評価により本計画自体の見直しを検討し、社会経済及び地

域情勢の変化などに対応させる本計画を構築することが必要です。このことから、継続的に

横断的な空家等対策ワーキング会議を開催することで連携を図り、桑名市空家等対策協議会

のご意見を反映させながら、柔軟に桑名市総合計画などの計画と連携しながら取り組んでい

くことが必要です。 
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６．空家等対策の関連制度等 

(1) 「桑名市空家等対策の推進に関する協定」締結団体                 

 

協定締結年月日 協定締結団体 
H30 年 2 月 27 日 ・公益社団法人 三重県宅地建物取引業協会 

・三重県司法書士会 
・三重弁護士会 
・三重県行政書士会 
・一般社団法人 三重県建築士事務所協会 
・三重県土地家屋調査士会 
・一般社団法人 三重県社会福祉士会 
・一般社団法人 三重県建築士会 

H31 年 2 月 12 日 ・公益社団法人 桑名市シルバー人材センター 
・一般社団法人 三重県建設業協会 

R4 年 7 月 15 日 ・公益社団法人 全日本不動産協会 三重県本部 

 

協定締結団体（50 音順） 主な相談内容 

三重県行政書士会 
空き家をめぐる契約書や遺言状など書類

作成、農地転用等許認可に関すること 

公益社団法人 桑名市シルバー人材センター 空き家の訪問点検などに関すること 

一般社団法人 三重県建設業協会 空き家の解体などに関すること 

一般社団法人 三重県建築士会 
空き家の建て替え、改修、耐震診断、既存

住宅状況調査に関すること 

一般社団法人 三重県建築士事務所協会 
空き家の建て替え、改修、耐震診断、既存

住宅状況調査に関すること 

三重県司法書士会 空き家の相続などの登記、成年後見など財

産管理の手続きに関すること 

一般社団法人 三重県社会福祉士会 空き家を管理している成年後見人などの

サポートに関すること 

公益社団法人 三重県宅地建物取引業協会 空き家の売買や賃貸に関すること 

三重県土地家屋調査士会 
空き家及びその敷地についての調査、測

量、登記や境界問題に関すること 

三重弁護士会 
空き家をめぐる紛争の解決などに関する

こと 
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 (2) 空家等に関する相談会                               

        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）桑名市空き家バンク登録制度                            
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（4）木造住宅に関する耐震支援制度                           
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（5）SDGｓ（持続可能な開発目標）                          
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７．桑名市空家等対策計画の策定経過  

桑名市空家等対策計画の策定経過 
経過 各種調査・会議、報告等 桑名市空家等対策協議会 

H28 年 2 月 第１回桑名市空家等状況調査結果公

表 

 

H28 年 4月  １日：桑名市空家等対策協議会運営開始 

H28 年 11 月 第１回空き家等所有者等への状況調

査結果公表 

 

H28.年12月 6 日：桑名市空家等対策計画（案）の

パブリックコメント実施 

 

H29 年 1月 桑名市空家等対策計画（案）のパブリ

ックコメント結果公表 

12 日：平成 28 年度第 3 回桑名市空家等

対策協議会開催 

H29 年 3月 10 日：平成 29 年第 1 回市議会定例会

都市経済常任委員会報告 

23 日：平成 28 年度第 4 回桑名市空家等

対策協議会開催 

H29 年 4月 桑名市空家等対策計画（初版）制定  

R1 年 6月 25 日：自治会へ第 2 回空家等状況調

査依頼 

 

R1 年 11 月 28 日：令和元年度第 2回 WG 会議開催  

R1 年 11 月 30 日：空き家・住宅相談会開催  

R１年 12 月 

 

25 日：桑名市空家等対策計画（改定 

案）のパブリックコメント実施 

18 日：令和元年度第 1回桑名市空家等対

策協議会開催 

R2 年 2月 4 日：令和元年度第 3回 WG 会議開催 

桑名市空家等対策計画（改定案）のパ

ブリックコメント結果公表 

17 日：令和元年度第 2回桑名市空家等対

策協議会開催 

R2 年 3月 令和元年度桑名市空き家等状況調査

結果公表 

 

R2 年 4月 第 2 期桑名市空家等対策計画（改定

版）制定 

 

R3 年 1月 21 日：令和 2年度第 2回 WG 会議開催  

R3 年 1月 30 日：空き家・住宅相談会開催  

R3 年 2月  8 日：令和 2 年度第 2 回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R3 年 3月 令和 2 年度桑名市職員による現地状

況調査結果公表 

 

R3 年 3月 令和 2 年度空き家等所有者等への状

況調査結果公表 
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R3 年 3 月 第 2 期桑名市空家等対策計画（改定

版）修正 

 

R3 年 6月 29 日：令和 3年度第 1回 WG 会議開催  

R3 年 10 月 30 日：空き家・住宅相談会開催  

R3 年 11 月  29 日：令和 3 年度第 1回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R4 年 2月 3 日：令和 3 年度第 2回 WG 会議開催  

R4 年 2月  9 日：令和 3 年度第 2 回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R4 年 7月 28 日：令和 4年度第 1回 WG 会議開催  

R4 年 8月 

 

 23 日：令和 4 年度第 1回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R4 年 11 月 23 日：空き家・住宅相談会開催  

R5 年 1月 26 日：令和 4年度第 2回 WG 会議開催  

R5 年 2月  16 日：令和 4 年度第 2回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R5 年 6月 26 日：令和 5年度第 1回 WG 会議開催  

R5 年 8月  25 日：令和 5 年度第 1回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R5 年 11 月 26 日：空き家・住宅相談会開催  

R5 年 12 月 25 日：令和 5年度第 2回 WG 会議開催  

R6 年 2月  15 日：令和 5 年度第 2回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R6 年 6月 自治会に桑名市空家等実態調査依頼  

R6 年 7月 4 日：令和 6 年度第 1回 WG 会議開催  

R6 年 8月  27 日：令和 6 年度第 1回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R6 年 12 月 1 日：空き家・住宅相談会開催  

R6 年 12 月 24 日：令和 6年度第 2回 WG 会議開催  

R7 年 2月 令和 6 年度桑名市空家等実態調査結

果公表 

10 日：令和 6 年度第 2回桑名市空家等対

策協議会全体会開催 

R7 年 3月 令和 6 年度桑名市空家等実態調査結

果公表 

 

R7 年 4月 第 2期桑名市空家等対策計画（一部修

正） 
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令和６年度桑名市空家等対策協議会委員等名簿 

【桑名市空家等対策協議会委員名簿】        （あいうえお順・敬称略） 

協議会委員 法告示専門分野 所属等 

伊藤 徳宇 市町村長 桑名市長 

伊藤 実 不動産団体役員 
(公社)三重県宅地建物取引業協会 桑名支部 

相談役 

岩崎 恭典 大学教授等 四日市大学 名誉教授 

梶 充夫 自治会役員 桑名市自治会連合会 会長 

川上 博樹 警察職員 桑名警察署 生活安全課長 

腰山 健夫 法務局職員 津地方法務局 桑名支局 表示登記専門官 

佐藤 美子 民生委員 桑名市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 

佐野 功児 一級建築士 （一社）三重県建築士会 理事 

中川 恭行 まちづくり等 桑名市商工会議所 青年部 会長 

水谷 勝哉 司法書士 三重県司法書士会 会員 

安田 典生 土地家屋調査士 三重県土地家屋調査士会 会員 

渡邉 功 弁護士 三重弁護士会 会員 

 

 

【桑名市空家等対策協議会事務局】            （R6.4.1現在） 

事務局職員 事務局:都市創造部 都市管理課 （括弧内:ワーキング会議での役割） 

西尾 英哲 都市創造部 部長                             

髙栁 貴久蔵 〃   次長兼都市管理課長                                   

西田 勝彦 〃   都市管理課 主幹             （全体幹事）                        

清水 努 〃   都市管理課 課長補佐兼係長        （措置班・施策班） 

塚本 佳史 〃   都市管理課 住まい対策係 主査     （措置班・施策班）

安徳 知巳 〃    都市管理課 住まい対策係         （措置班・施策班）

神保 智久 〃    都市管理課 住まい対策係        （措置班・施策班）
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【令和６年度】空家対策ワーキング会議参加名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加部･室 参加各課 ワーキング会議での役割分担 

都市創造部 
事務担当:都市管理課（全体班） 措置班 施策班 

都市計画課  ○ 

社会基盤整備部 
土木課 ○  

アセットマネジメント課 ○  

市長直轄組織 グリーン資産創造課  ○ 

市長公室 
政策創造課  ○ 

ＳＤＧｓ推進課  ○ 

総務部 税務課 ○  

市民環境部 環境対策課 ○  

 地域コミュニティ局 地域コミュニティ課  ○ 

産業振興部 
商工課  ○ 

農林水産課  ○ 

保健福祉部 
福祉総務課（生活支援室）  ○ 

介護高齢課（介護予防支援室）  ○ 

子ども未来部 子ども未来課  ○ 

上下水道部 営業課 ○  

消防本部 予防課 ○  

計：１２部局 計：１６課（事務担当課を除く） ６ １０ 
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桑名ブランドロゴマーク 

 

 

 

本物力こそ桑名力 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 本計画に関する問い合わせ先 】 

桑名市 都市創造部 都市管理課（℡：０５９４－２４－１２２０） 

〒５１１－８６０１：桑名市中央町２丁目３７番地（市役所４階） 

 

 

 


